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会資本形成の

資本形成の結

去及び現世代

社会資本形成

社会資本形成

区の社会資本

本形成の過去

担は比較的低

１ 社会資本

入総額対資産

総額に対する

できます。また

の形成が何年

共資産合計

資産合計

方債残高

会資本形成の

会資本形成の

書類の分析 

務書類の分

の世代間負担

結果を表す公共

代）又は今後の

成の過去及び

成の将来世代

形成の世代

及び現世代負

い状況にあり

形成の世代間

産比率、歳入

資産の比率を

た、歳入総額

分の歳入に相

・歳入総額対

・歳入総額対

項目

過去及び現世

将来世代負担

分析 
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共資産のうち
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び現世代負担

代負担比率(％

間負担比率は

負担比率が
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ち、純資産又

って負担する
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は表 3－1 の

104.3％、将来

＞ 

資産比率 

ことにより、資

純資産の比率

が分かります

＝ 資産合計

率 ＝ 純資産

平成2

率

は負債による

割合を見るこ

＝ 純資産合計

債残高 ÷ 公

のとおりです。

来世代負担比

資産の形成に

を計算するこ
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計 ÷ 歳入総

産合計 ÷ 歳
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公共資産 × 

荒川区では、

比率が 8.2％
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ことにより、こ

総額 

入総額 

(単位

平成27年
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ることにより、
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歳入が充当され
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度における
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資産

純資

歳入

歳入

歳入

① 生

② 教

③ 福

④ 子

⑤ 保

⑥ 環

⑦ 産

⑧ そ

２ 歳入総額

的に、この指標

管理に多額の

、荒川区は 2

産老朽化比率

固定資産のうち

耐用年数に比

比率の平均的

－３ 資産老

項

産合計

資産合計

入総額

入総額対資産

入総額対純資

生活インフラ・国

教育

福祉

子育て支援

保健衛生

環境清掃

産業振興

その他

合　

行政分

・資産老

対資産比率

標の数値が高

経費が必要に

2.9 年と比較的

率 

ち、土地以外

比して償却資

な値は 35％

朽化比率＞ 

項目

比率

産比率

国土保全

計

分野

老朽化比率 

＞ 

高いほど社会

になります。歳

的低い水準に

外の償却資産

産の取得か

～50％といわ

平

償

取

＝ 減価償却
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会資本の整備

歳入総額対資

にあるといえま

産の取得価額

らどの程度経

われており、荒

平成26年度

270,0

238,0

90,6

3.0

2.6

却資産

得価額

70,769

87,948

28,923

4,932

161

4,308

243

24,686

221,971

却累計額 ÷

備が進んでいる

資産比率の平

ます。 

に対する減価

経過している

荒川区は 47

(

平成
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0年

6年

減価償

累計
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3

2
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3
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償却資産取
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るといわれて

平均的な値は

価償却累計額

かを把握する

.6％と平均的

単位：百万円）

成27年度

275,304

244,894

94,864

2.9年

2.6年

償却

計額

31,944

34,326

18,668

2,214

86

2,976

163

15,329

105,708

取得価額 × 

普通会計財務

 

ていますが、反

は 3.0 年～7.

額の割合を計

ることができ

的な値となって

(単位：百

資産老朽化

比率

100 

務書類の分析

反対に資産

0 年といわ

計算すること

きます。資産

ています。 

 

百万円）

化

45.1%

39.0%

64.5%

44.9%

53.4%

69.1%

67.1%

62.1%

47.6%
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平成 2

区民一人

  

 

1.公共資産

（１）有形

（２）売却

２．投資等

（１）投資

（２）貸付

（３）基金

（４）長期

（５）回収

３．流動資

（１）資金

（２）未収

（３）回収

資

【資

通会計財務書

民一人当たり

対照表を他団

比較が困難で

４ 区民一人当

7 年度の荒川

人当たりの負債

産

形固定資産

却可能資産

資及び出資金

付金

金等

期延滞債権

収不能見込額

産

金

収金

収不能見込額

産合計

産の部】

書類の分析 

りの貸借対照

体と比較する

ですが、貸借

当たりの貸借

川区の区民一

債は 14 万円

平成26年度 平

1,111

1,065

46

83

26

11

41

6

△ 2

95

94

2

△ 1

1,289

照表 

る際、貸借対

対照表の数値

借対照表＞ 

一人当たりの

です。 

平成27年度 増

1,109

1,063

46

85

26

10

44

6

△ 2

107

105

2

△ 1

1,300
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対照表の数値

値を区民一人

の貸借対照表

増減

△ 2 １．固定

△ 2 （１

△ 0 （２

2 （３

△ 0 ２．流動

△ 1 （１）

3 （２

△ 0

0

12

11

0

0

11 負債

【

をそのまま利

人当たりに換

表によると、区

定負債

）地方債

）退職手当引当

）その他

動負債

翌年度償還予定地

）その他

純資産合計

債及び純資産合

【純資産の部】

【負債の部】

負債合計

利用すると、団

算すると、比

民一人当たり

平成26年

13

当金

2

地方債

15

1,13

1,28合計

団体の人口規

比較が可能に

りの資産は、

年度 平成27年度

30 125

83 83

46 42

0 0

23 19

13 8

10 11

53 144

37 1,156

89 1,300

規模等の違

なります。 

130 万円、

増減

△ 5

△ 0

△ 4

0

△ 4

△ 5

1

△ 9
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（単位：千円）
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いるか、あ

るか）を分
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※ 「保健衛

です。 

 

経常行政コスト

公共資産計

行政コスト対
公共資産比率

政コスト対公共

ストの公共資

あるいはどれ

分析することが

行政コスト対公

行政コスト対

衛生」の行政コ

①生活インフ

国土保全

ト計 5,03

101,94

4.

⑤保

衛

2,909

⑥

清

3,303

1

共資産比率 

資産に対する

れだけの資産

ができます。 

公共資産比率

対公共資産比

コスト対公共資

フラ・

全
②教育

36 9,662

40 74,500

.9% 13.0%

保健

衛生

百万円

環境

清掃

3百万円

⑦産業

振興

1,005百万円

比率を見るこ

でどれだけの

率(％) ＝ 経

比率＞ 

資産比率が高

③福祉 ④

32,590

21,426

152.1%

④子育て

支援

17,011百万円

⑧そ

9,635

【行政分野
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ことで、資産を

のサービスを

経常行政コスト

高くなっている

 

④子育て支援 ⑤保

17,011

5,440

312.7% 3

9,6

③

32,590

円

その他

5百万円

野別経常行

を活用するた

を提供している

ト ÷ 公共資

るのは、「保健

保健衛生 ⑥環境清

2,909 3,

75 2,

3878.7% 14

①生

5

②教育

662百万円

福祉

0百万円

行政コスト
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ためにどれだけ

るか（資産が

資産 × 100 

衛生」としての

清掃 ⑦産業振興

303 1,00

345 1,50

40.9% 67.0

生活インフラ

・国土保全

,036百万円

ト】

普通会計財務

けのコストが

が効率的に活

の施設の整備

興 ⑧その他

5 9,635

0 17,870

0% 53.9%

ラ

務書類の分析

かけられて

用されてい

備等が少ないた

(単位：百万円）

合計

81,151

225,096

36.1%

ため
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受益者負担比率 

行政コスト計算書における経常収益は、使用料等の受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コ

ストに対する割合を算定することで、受益者負担比率を算定することができます。 

 

・受益者負担比率(％) ＝ 経常収益 ÷ 経常行政コスト × 100 

 

荒川区の平成 27 年度受益者負担率は 4.3％となっており、相当の部分が受益者負担以外の税金等で

賄われていることが分かります。 

 

＜表３－６ 受益者負担比率＞ 

 

(単位：百万円）

①生活インフラ・

国土保全
②教育 ③福祉 ④子育て支援 ⑤保健衛生 ⑥環境清掃 ⑦産業振興 ⑧その他 合計

経常収益計 522 52 87 1,045 684 173 0 911 3,474

経常行政コスト計 5,036 9,662 32,590 17,011 2,909 3,303 1,005 9,635 81,151

受益者負担比率 10.4% 0.5% 0.3% 6.1% 23.5% 5.2% 0.0% 9.5% 4.3%



区民(６) 

区民一

＜表３－７ 

 

平成 2

千円の純

1.人にかか
（１）人件

（２）退職

（３）賞与

２．物にか
（１）物件

（２）維持

（３）減価

３．移転支
（１）社会

（２）補助

（３）他会

（４）公共

４．その他
（１）公債

（２）回収

（経常行政

【経

使用料・手
分担金・負

【経常

【純経

民一人当たり

一人当たりの行

区民一人当

7 年度の荒川

純経常行政コス

かるコスト
件費

職手当引当金繰入

与引当金繰入額

かかるコスト
件費

持補修費

価償却費

支出的なコス
会保障給付

助金等

会計への支出額

共資産整備補助金

他のコスト
債費（利払）

収不能見込額

政コスト－経常

経常収益】

手数料等
負担金・寄付

常行政コスト

経常行政コス

りの行政コス

行政コスト計算

当たりの行政コ

川区の区民一

ストがかかっ

金

入

ト

金等

常収益）

付金

ト】

スト】

ト 

算書を作成す

コスト計算書

一人当たりの

ています。

金額 構

376

73
67
2
4

95
69
2

24
206
135
24
41
5
2
1
0

16
11
5

360

平成26年度
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することで、他

書＞ 

の行政コスト計

構成比

100.0%

19.4%
17.8%
0.6%
1.0%

25.3%
18.4%
0.5%
6.4%

54.8%
35.8%
6.5%

11.0%
1.5%

0.5%
0.4%
0.1%

4.3%
2.9%
1.4%

95.7%

度

他団体と比較

計算書によると

金額 構

383

72
66
2
4

95
69
2

25
214
143
22
44
4
2
1
0

16
11
6

367

平成27年
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較できるように

と、１年間に区

構成比

100.0%

18.9%
17.3%
0.5%
1.0%

24.9%
18.0%
0.5%
6.4%

55.8%
37.3%
5.7%

11.6%
1.2%

0.4%
0.3%
0.1%

4.3%
2.8%
1.5%

95.7%

年度

普通会計財務

になります。 

区民一人当た

（単

金額 構

7
△ 1
△ 1
△ 0

0
0

△ 0
0
0
8
8

△ 2
3

△ 1
△ 0
△ 0
△ 0

0
△ 0

1

7

増減

務書類の分析

たり 36 万７

単位：千円）

構成比

△0.5%
△0.5%
△0.0%
△0.0%

△0.4%
△0.4%

0.0%
△0.0%

1.0%
1.4%

△0.8%
0.6%

△0.3%
△0.1%
△0.1%
△0.0%

△0.0%
△0.2%

0.2%

0.0%


